
　　令和７年度伊勢市こども食堂等物価高騰対策支援金交付要綱 

　（趣旨） 

第１条　この要綱は、原油価格や物価高騰の影響により食材価格の高騰等

が続く中で、こども食堂等に係る食材費等の一部を支援するとともに、

こども食堂等の活動の継続を図るため、予算の範囲内で令和７年度伊勢

市こども食堂等物価高騰対策支援金（以下「支援金」という。）を交付

することに関し、必要な事項を定めるものとする。 

　（定義） 

第２条　この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当

該各号に定めるところによる。 

 (1)　こども食堂等　広く地域の子どもを受け入れ、利用者に無料又は低

額な料金で食事を提供する事業をいう。 

 (2)　子ども　18歳に達する日以後の最初の３月31日までの間にある者を

いう。 

　（支援金の交付） 

第３条　市長は、次条に規定する者に支援金を交付することができる。 

　（交付対象者） 

第４条　支援金の交付の対象となる者は、次に掲げる要件を全て満たす団

体又は個人（以下「団体等」という。）とする。 

 (1)　市内でこども食堂等を運営している団体等であること。 

 (2)　そのこども食堂等の運営に原油価格や物価高騰の影響を受けている

こと。 

 (3)　暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第

77号）第２条第２号に規定する暴力団又は暴力団と密接な関係がない

こと。 

 (4)　宗教活動又は政治活動を行う団体等でないこと。 



 (5)　団体等の活動が公序良俗に反しないこと。 

　（交付対象事業） 

第５条　支援金の交付の対象となるこども食堂等は、次に掲げる要件を全

て満たすものとする。 

 (1)　市内で開催されていること。 

 (2)　主な利用者が地域の子ども及びその保護者であること。 

 (3)　子どもの利用者負担が無料又は１食当たり300円以下であること。 

 (4)　荒天その他のやむを得ない事情がある場合を除き、少なくとも２箇

月に１回の間隔で継続的に開催されていること。 

 (5)　令和７年４月１日から同年10月１日までの間に１回以上開催してい

ること。 

 (6)　食事の提供に当たり、厚生労働省が発信している「子ども食堂にお

ける衛生管理のポイント」に留意するとともに、子どもの食物アレル

ギーの有無等についても必要な配慮を行っていること。 

 (7)　伊勢保健所に衛生管理に関する相談を行い、必要な助言・指導を受

けていること。 

 (8)　営利を目的としていないこと。 

 (9)　政治的活動又は宗教的活動として行われるものでないこと。 

 (10)　運営主体である団体等の関係者しか参加できないものでないこと。 

　（支援金の額） 

第６条　支援金の額は、令和７年４月１日から令和８年３月31日までの期

間において、こども食堂等を開催した月の月数に7,000円を乗じて得た額

とする。 

　（交付の申請） 

第７条　支援金の交付の申請をしようとする者（以下「申請者」という。）

は、令和７年度伊勢市こども食堂等物価高騰対策支援金交付申請書兼請



求書（様式第１号）に、次に掲げる書類を添付して、市長に申請しなけ

ればならない。 

 (1)　令和７年度伊勢市こども食堂等物価高騰対策支援金事業計画書（様

式第２号） 

 (2)　こども食堂等の運営に原油価格や物価高騰の影響を受けていること

が分かる書類 

 (3)　その他市長が必要と認める書類 

２　前項の規定による申請は、令和８年３月31日までに行わなければなら

ない。 

　（交付の決定等） 

第８条　市長は、前条の規定による申請があった場合は、その内容を審査

し、交付することを決定したときは、その旨を申請者に通知し、支援金

を交付する。 

　（支援金の返還） 

第９条　市長は、支援金の交付を受けた者が支援金の全部又は一部を使用

しなかったときは、当該使用しなかった金額を返還させることができる。 

２　市長は、支援金の交付を受けた者が偽りその他不正の手段により支援

金の交付を受けたときは、支援金の全部又は一部を返還させることがで

きる。 

　（報告及び調査） 

第10条　第８条の規定による支援金の交付を受けた者は、令和８年３月31

日までに、令和７年度伊勢市こども食堂等物価高騰対策支援金事業報告

書（様式第３号）に活動状況が分かる書類を添付し、当該年度の事業実

績等を市長に報告しなければならない。 

２　市長は、支援金の交付の目的を達成するため必要な限度において、支

援金の交付を受けた者に対し、必要な事項について報告を求め、又は関



係職員に実地による調査をさせることができる。 

　（その他） 

第11条　この要綱に定めるもののほか、支援金の交付に関し必要な事項は、市

長が別に定める。 

　　　附　則 

　この要綱は、令和７年10月１日から施行し、令和７年４月１日から適用す

る。


